第3章 　中国

11月に行われた中国共産党の第16回全国代表大会は、政府および党の指導者層の交代を決定した、2002年における大きな出来事である。国家副主席の胡錦濤氏が、江沢民氏の後継者として、中国の最も重要な政治ポストである党総書記に選ばれた。胡氏は新体制が明らかになる2003年3月の全国人民代表大会で江氏に変わって国家主席になる見通しである。しかし、第三の重要ポストである中央軍事委員会の主席は江氏がそのまま残る見通しで、このことが新体制にも大きな影響を及ぼすであろう。胡氏が三つのポストをすべて掌握していないことは、新体制が様々なレベルで党員間の内部抗争をもたらす懸念があるものの、中央軍事委員会の主席に江氏が残ることによってスムーズな権力委譲を目指していると思われる。

　大会前および期間中、江氏は「三つの代表」（「三個代表」）の概念を普及させる努力を継続した。この「三つの代表」とは、中国共産党が、「中国の先進的生産力の発展要求を代表すべき」、「中国の先進的文化の発展方向を代表すべき」、「中国人民の基本利益を代表すべき」ということである（Jiang Zemin, 2001）。これに関連して、伝統的なマルクス主義の教えに矛盾するとして反対する党員がいたにもかかわらず、党は私企業のオーナーの入党を認めるようになった。マルクス主義者の伝統的な価値観より企業家の入党を勧める現実的な価値観を重視するこの改革は、中国の指導者として、江氏の在職中、経済発展を促進する上で最も強調したものの一つである。さらに、2000～20年の20年間にGDPを4倍に増やす目標を公表したことが強調された。

　この年のもうひとつの大きな話題は、WTO加盟に関わる中国の対応である。WTO加盟により、中国は比較的弱い分野とされている農業と国有企業（SOE）において、大規模な構造調整を要求されるだろう。これらの調整において大規模なリストラや多数の倒産といった事態が起こり得る。労働力が引き続き増加していることと、農村部から都市部への移住が重なり、これらが中国の労働市場における短中期的な圧力となるだろう。1991～2001年で中国の労働力は年率1.2％増加した。これに対して同時期に人口は年率1.0％の増加にとどまっている（表3.1）。いわゆる一人っ子政策による小家族の奨励政策の成果もあって、人口成長率はここ数年で約0.7％にまで減少し、労働市場における圧力は、ある程度までは緩和されるだろう。しかしながら、農業と国有企業の構造調整によって労働者の解雇が急増する可能性があり、政府はその結果として労働争議が発生することに非常に敏感になっている。

　中国が1970年代の終わりに市場指向の改革を始めて以来、中国の経済は非常に急速に成長した。例えば、表3.1の公表データによれば、1983年以来、中国の実質GDP成長率は89年、90年の2年を除き、全て年率7％以上となり、10％以上の成長率を記録した年は1983～85年、87～88年、92～95年と、この期間の約半分を占める（表3.1）。中国が上記期間中に非常に急速に成長したことを疑う声はない。しかし、中国の公表データは、「比較可能価格」（中国語:可比価格）をGDPデフレータとして使用し、国民経済計算では計画経済時代の遺物でもある中国特有の統計指標を使用していることから、多くの経済学者は政府公表の経済成長率を過大評価されたものとして疑いの目を向けている。例えば、Maddison（1998）とYoung（2000）は、「比較可能価格」の利用により、中国のGDP成長率が1978～95年で2.4％ポイント、78～98年で1.7％ポイント過大評価されたと推計している。さらに中国においては、高い経済成長実績は優れた行政管理能力の証拠と解釈されており、上司を喜ばせるために、下級官僚が統計数字を水増しして報告するケースが少なくない。中央政府の国家統計局は、地方レベルの統計数字における偏りを知っているが、公表データをチェックするための全国的な調査に必要な資金と人材が不足しているのが現状である（Organisation for Economic Cooperation and Development, 2000, pp. 16-18）。 

　中国の経済成長率（政府公表値）は1993年から減速した。中国はアジア金融危機の影響をどうにか抑えようとしたが、経済成長は1992～96年の10％以上から1997年には9％、1998～2001年には7～8％に減速した。表3.1では、2002年のGDP成長率が8.0％に回復すると見込んでいる。これは表1.2の予測よりも高いが、中国国家統計局が2002年12月30日に発表した速報値と同じである（China, Economic Information Network, 2002）。この速報値は、毎年末に発表される予備的な予測値である。しかし、後に確報値を公表する際に、この速報値が修正された例はほとんどなく、これも政府公表のGDP指標の正確性が疑問視される要因となっている。大方の予測では、2003年の成長率は2002年のそれをわずかに下回ると見ている（表1.2）。
　急激な経済成長により、2002年の一人あたり実質GDPは、中国人民元換算で1983年の4.5倍以上にまで膨らんでいる（表3.1）。この間、人民元が大幅に切り下げられたが、一人あたり実質GDPは米ドル換算で3.3倍、国際ドル換算で7.8倍に増加した。第1章および本報告の各年版で述べたように、中国は、アジアの中で国際ドル表示の一人あたりGDPが米ドル表示の一人あたりGDPよりも急激に増大した数少ない国の一つである（International Centre for the Study of East Asian Development 2000, pp. 4-5; 2001, pp. 4-5; 2002, pp. 4-5）。しかし、国際ドルでの推定に関する論争は依然として続いている（Wu, 1998）。中国の生活水準が過去20数年間実質的に向上したことは、非識字率の大幅な低下や中等教育就学率の顕著な上昇などの教育の最前線にも見られる。しかしその一方で、乳児死亡率の低下や平均余命の延長はあまり進んでいない。このことから、中国の生活水準は一人あたりGDPや教育に関する公式データから推測される程には急激には向上していないとも言える。
　中国経済は過去20年間で構造的に非常に大きく変化した。最も顕著な点は、就業者と生産面での農業から他のセクターへのシフトである。1980年代初期、農業は就業者数の3分の2以上、GDPの3分の1程度であった（表3.1）。これらのシェアは2001年にはそれぞれ2分の1、6分の1程度にまで低下した。サービス業を主とするその他の産業の成長が最も著しく、1983年に約19％であった就業者数シェアは、2001年には39％にまで上昇している。
　支出面では4つの構造的特徴が際立っている。第一に、総支出に占める総固定資本形成のシェアが急増している（表3.1）。こうした急激な増大は、資本ストックを増大させ、より速い経済成長を可能にさせた理由から有益であった。しかし同シェアは既に35％を超えており、高水準の総固定資本形成を保てるかどうかは疑わしい。第二に、総固定資本形成のデータによれば、国民経済における政府の役割が、まだ重要ではあるが、低下している。これは、GDPに占める民間総固定資本形成のシェアが1992年までの7％未満から1993～98年の8～11％、1999～2001年の13～15％へ上昇していることから読み取れる。しかし、総固定資本形成の5分の3以上は国有セクターによるもので、投資の大部分が効率的でないといった懸念がある。第三に、消費支出、特に政府消費支出のシェアが過去20数年で若干ではあるが減少している。しかし民間・政府の消費支出のシェアはここ最近比較的安定している。第四に、1983年において、輸出は対名目GDP比で8％、輸入は7％に過ぎなかったが、2000～01年にはそれぞれ26％、23％と急増し、中国の経済が海外貿易で急速に開放された。

　政府の財政赤字は、1990年代後半の減少後、大きな財政赤字によって国内需要を喚起しようとしたため、1998～2001年に著しく上昇した（表3.2）。財政支出の大部分もまた国有セクターの総固定資産形成に使われた。2002年において、中国政府は基本的に前年度の財政政策を維持しており、社会インフラ投資や西部開発のために、約1,500億人民元（約180億米ドル）の特別長期国債を追加発行した。確かに、現在の財政収支赤字の対GDP比率は3％以下に抑えられており、国際基準から見るとそれほど大きくない。しかし、赤字国有企業と国有商業銀行の不良債権（NPLｓ）への関連支出を含めると、中国の財政収支赤字はおそらくさらに大きくなるであろう。

　金融政策も近年は拡張的で、1998年からGDPに対する狭義マネーサプライの比率が上昇し、金利が著しく下落している。GDPに対する広義マネーサプライの比率の上昇は、経済の貨幣化が進んでいることを反映している。おそらく短中期における中国経済の最も重要な問題は不良債権の増大を解決するための金融および企業システムの能力に関係している。不良債権の多くは国有金融機関から他の国有企業への貸付である。これらの不良債権が順序正しい方法で解決されない場合、中国の金融システムが、例えば韓国、インドネシアおよびタイといったアジア諸国が1997年の金融危機で危機的な経済を経験したものと同じような問題を抱える懸念があるだろう。これに関連して懸念されるものに、1998～99年と2002年のデフレがある。2003年には緩やかなインフレを見込んでいるものの、これは総需要の弱さをより反映している（表1.2）。

　しかしながら、危機前のアジア経済と異なり、中国は1983年からいくつかの年を除き、経常収支の黒字を積み重ねることによって非常に強力な対外ポジションを作ってきた。表3.2では2002年における経常収支の黒字をGDPの2.0％と見込んでいるが、表1.2で紹介されている予測の平均よりもやや低い。また表1.2では、2003年には経常収支の黒字がいくらか減少すると予測している。中国は1997～2002年にかけて1,500億米ドル以上の経常収支の黒字を集めたため、対外債務残高は非常に少なく、2000年のGDPのわずか14％であり、短期債務の対外債務残高に占める割合も非常に小さい（2000年で11％）。こうしたトレンドの中で、中国の外貨準備高は、2001年には輸入の8ヵ月分を超える額に相当する2,160億米ドルにのぼり、2002年10月にはほぼ2,700億米ドルに達している。

　これまで中国の経常収支は貿易収支に左右されてきた。しかし近年、サービス収支や所得収支もかなり急速に増加してきている（表3.2）。所得収支赤字は、そのほとんどが直接投資による配当金の支払いによるものだが、特に1990年代に入って急速に増大している。同様に、投資収支面において最も顕著な傾向は、対内直接投資が1983年の10億米ドル未満から、1996～98年と2001年の400～440億米ドルへと急増していることである。しかし対内直接投資は、1999～2000年に一度380億米ドルに減少した。2002年第1～3四半期で、対内直接投資は前年同期比23％増の400億米ドルまで増加し（Intertrade November issues 2001, 2002）、年末には500億米ドルに達する見込みである（China, Economic Information Network, 2002）。また、近年の対内証券投資も著しく増加し、1999～2000年には100～110億米ドルを計上し、2001年には210億米ドルを計上した。しかしその額は相対的に小さく、2001年末における外貨準備高は対内証券投資の累計額（ストック）の6倍以上である。このように、仮に外国の証券投資が突然召還されたとしても、中国はそれほど大きな打撃を受けることはない点でもいわゆる危機経済とは異なるだろう。

　中国の貿易の極めて急激な拡大は、主要商品別貿易（表3.3）と相手国別貿易（表3.4）に関するデータからも読み取れる。例えば、米ドル換算で、過去20年間に輸出が14倍以上に増え、輸入も13倍以上となっている。2000年の好況と2001年の減速のあと、2002年の貿易は再び急速に拡大した。2002年1～10月期で輸出と輸入はそれぞれ前年同期比で21％、19％増加した。輸入と輸出の成長率が非常に相関しているひとつの理由として、多くの輸入品が加工された後に輸出されていることが挙げられよう。

　中国の輸出の多くは労働集約型の製造業によるものであり、それはその他の製造業のシェアが大きいことから読み取れる。1983～91年で43％以下であったが、2002年1～10月期で48％と落ち込む前までは、1992～94年でおよそ60％であった（表3.3）。なお同シェアは、1991年と1992年の間で突如大きく増大しているが、その増分の多くがそれまで特殊取扱品・再輸出のカテゴリーに含められていた商品を再分類することで生じたものと思われる。そして衣類、その他雑製品、繊維、履物がその他製品の大半を占めている。衣類と履物の輸出シェアは1993年にピークに達した後、減少している。また繊維は、1984年には輸出の最も大きな割合を占めていたが、その後は徐々に低下しつつある。その他の雑製品のシェアは1992年に急激に増大したが、これもおそらく再分類の結果によるものであり、近年は幾分減少している。対照的に、1988年以前は6％未満であった機械製品の輸出シェアは、91年には早くも10％に、92年には16％と、近年大変急激に伸びており、2002年1～10月期には38％になっている。繰り返すが、1991年と1992年の間の大きな増加は商品の再分類によるものと思われる。しかし、機械製品の輸出、とりわけ事務用・電算機器は急激に輸出が増大しており、通信機器等とその他電気機器の輸出に至っては極めて高い伸び率で増大している。IT産業の世界的需要低迷にもかかわらず、事務用・電算機器の輸出シェアは2002年も拡大し続け、2002年1～10月期には11％を超えている。他方、資源型商品（農産物、鉱物性燃料、原材料）の輸出シェアは、1983年の44％から徐々に低下し、2002年1～10月期は9％未満となっている。

　輸入面では、近年機械製品のシェアが最も大きく、輸入総額の約40％を占める。次にその他製品が続き、2000～02年には23～24％の割合を占めている。この輸入構造は、近年の労働集約型の製造業における貿易の重要性を反映するものである。上述したように、中国は、繊維、衣類、履物、電気製品などの産業において、大量の中間投入財を輸入し組立あるいは加工の後に最終製品として輸出しているが、この輸出最終製品の多くは、輸入投入財と同じ産業に属する。
　中国の輸出は歴史的に香港での中継貿易に大きく依存し、香港への輸出シェアは、1989～92年には41～45％に達した（表3.4）。そのシェアは1993年に24％へと急激に落ち込んでいるが、それは香港を経由する中継貿易の再分類に起因しており、香港向けあるいは香港経由の輸出が実質的に減少したわけではない。その後、香港への輸出シェアは2000～02年にかけて17～18％と徐々に縮小している。この大部分は香港を通じた中継貿易である。例えば、2000年と2001年における香港の再輸出のデータを見ると、中国発の商品の再輸出総額は中国からの輸入総額を20％以上上回っている。これは、中国からの輸入に占める再輸出のシェアの高さと、香港の貿易業者が再輸出で比較的高い利益を上げてきたことを反映している（Hong Kong, Census and Statistics Department, various years a, various years b）。日本はこれまで中国にとって二番目に大きな輸出市場であり、1983～85年と95～96年には輸出総額の約5分の1を占めていた。しかし、日本のシェアは1999～2001年には17％に低下し、2002年1～10月期までで15％である。日本の統計によると、日本の中国からの輸入は中国の統計よりも大きく報告されている（Table 2.5）。例えば、2001年で日本側の530億米ドルに対して、中国側は450億米ドルである。この違いの一つに保険や運賃などのコストが考えられるが、中国の輸出が香港を通じて行われていることも関係しているだろう。一方、米国と欧州工業国のシェアは1998年にはそれぞれ21％、16％と増大し、その後もあまり変化していない。韓国、台湾、シンガポールを除くその他のアジア諸国は中国にとって比較的小さな輸出市場である。
  輸入面でも同様の傾向が見られる。香港のシェアは1990～92年にかけて25～27％と非常に急激に拡大したが、93年にはわずか10％へと大きく低下している。これも同じく、主に香港経由の中継貿易を再分類した結果である（表3.4）。しかし近年香港のシェアが4％以下にまで縮小している。日本は以前から中国の最も大きな輸入相手であり、そのシェアは1985年には全体の3分の1以上に達していたが、近年では約5分の1以下にまで低下した。1980年代は欧米諸国もかなり大きな輸入相手であったが、そのシェアは年々減少する傾向にある。とりわけ米国のシェア減少が顕著である。対照的に、韓国や台湾のシェアは急激に拡大しており、2002年1～10月期までで、それぞれ10％と13％である。
  中国は世界でもかなり大きな援助受入国であり、1983～2000年の間に受け入れた公的資金の純流入（公的開発援助およびそれ以外の公的資金流入額などを含む）の総額は590億米ドルに達する（表3.4）。そのうち、多国間援助が280億米ドルと最も大きな割合を占める。日本は二国間援助の中で最大の援助国であり、同期間に150億米ドルを送金している。しかし1999年から日本からの公的資金純流入がマイナスに転じるようになる。2002年度において日本政府は海外援助総額を10％程度減少させる予定であり、これに比例して中国に対する援助も減少すると考えられるため、こうした減少傾向は継続すると予想される。日本の銀行は、1996年まで中国に対する外国銀行の貸出残高の3分の1以上を占めていたが、そのシェアは1997年以降、他のアジア諸国同様、著しく減少している。また、欧州の公的資金純流入額は1983～2000年の間に110億米ドルとかなり大きい。近年、欧州の銀行は外国銀行の対中国貸出残高のシェアにおいて最も大きく、また最も急速に拡大している。他方、米国の銀行による貸出残高のシェアはかなり小さい。同様に、米国からの公的資金純流入もかなり少なく、緊張をはらんだ両国間の政治的関係を反映している。
  対照的に、中国の日本との政治的・経済的関係は概ね良好で、日本は中国に対して経常赤字および貿易赤字を計上しており、この点において中国はアジア諸国の中では数少ない国の一つである（表3.5）。また、日本は中国に対して、旅行、その他営利業務、その他サービスなどからなるサービス収支でも赤字となっている。日本のサービス収支のうち経常受取で大きいものは、輸送とその他営利業務である。所得収支では、日本はその他投資収益（主に貸付と貿易信用などのその他投資から生じる所得収入）が大きく、大幅な黒字にある。投資収支では、日本から中国への直接投資とその他投資が、1996～98年にかけて毎年それぞれ平均で20億米ドル強を計上しており、証券投資の流入よりもかなり大きい。1999～2000年に、日本から中国への直接投資は10億米ドル未満にまで減少したが、2001年に20億米ドルまで回復した。これらの数字は、日本の直接投資が中国における直接投資総額の非常に小さな部分しか占めていないことを示唆している。しかし中国側の推定値によれば、1996～98年は年平均で38億米ドル、1999～2000年には29億米ドル、2001年は43億米ドルと、日本の直接投資額がもっと大きくなることにも注目すべきである（China, State Statistical Bureau, various years b）。また投資収支において、1997年以降に日本の中国に対する証券投資が大幅に増加したが、他方中国の証券投資が2001年を除いてマイナスとなっており、日本から資金が大量に引き揚げられたことを示唆している。
  日中間の商品別貿易構造は、比較優位の立場を明確に反映したものである。日本から中国に輸出される商品の多くは機械製品（主に一般機械とその他電気機器）であり、その他製品と化学製品がこれに続いている。日本が中国から輸入する商品の多くは、衣類（2001年には約150億米ドル）、繊維、履物などの軽工業品を主とするその他製品である。機械製品の輸入も、近年第二の輸入分野にまで急成長し（2001年には約150億米ドルに達する）、そのシェアは96年の16％から2001年には26％へと拡大している。農産物の輸入は2001年には60億米ドルに達し、このため日本は主に中国から輸入している三つの農産物（シイタケ、ネギ、畳に利用される「い草」）について、暫定的な緊急輸入制限措置（セーフガード）を発動した。これに対し中国は、日本からの自動車、エアコン、携帯電話の輸入に対し100％の関税を課し、事実上日本からの輸入を排除することで報復した。しかし2001年12月末、日本と中国は、これらの関税撤廃と、二国間貿易協議会を設置して財界・政界のトップがこうした問題を定期的に議論することで同意した。今後日中間の貿易拡大に伴い、日本が中国から輸入する他の製品に関しても、同様の貿易論争が勃発するであろう。そして、それはWTOの新加盟国としての中国の姿勢を示す重要な例となるであろう。
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